
法学研究科教授会議事要旨 

 
日 時 平成２４年１２月１３日（木）１６時５３分～１７時４５分 
場 所 法経研究棟 大会議室（４階） 
出席者 ４８名（定足数 ２７名） 
オブザーバー ２名 
 

議     事 
 

  （協議事項） 
１．内規等の一部改正について 
   研究科長から、次の内規等の一部改正について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認し 
  た。 
     ・大阪大学大学院法学研究科・大学院高等司法研究科外部評価委員会内規 
     ・大阪大学大学院法学研究科施設利用内規 
     ・法学部創立５０周年記念事業による集会開催補助についての申し合わせ 
     ・若手研究者支援策について 
２．名誉教授の推薦について 

     研究科長から、定年退職予定の教授２名に係る名誉教授への推薦について資料に基づき説明があ

り、協議の結果、推薦することを決定した。 
３．教授の選考について 

     先の教授会懇談会において、准教授１名の昇任人事を進めることが了承されたのに伴って、研究

科長から教授の選考について提案があり、その可否につき投票が行われた結果、有効投票の過半数

をもって可決され、審査を開始することとなった。 
     引き続いて、審査委員の選出について投票を行い、有効投票の過半数を得た教授３名を選出した。 

４． 教授の選考について 
     先の教授会懇談会において、准教授１名の昇任人事を進めることが了承されたのに伴って、研究

科長から教授の選考について提案があり、その可否につき投票が行われた結果、有効投票の過半数

をもって可決され、審査を開始することとなった。 
   引き続いて、審査委員の選出について投票を行い、有効投票の過半数を得た教授３名を選出した。

５．教員の割愛について 
     研究科長から、教員１名に対し、平成２５年４月１日付けで割愛依頼があった旨説明があり、協

議の結果、承認した。 
６．平成２４年度課程博士論文審査委員の選出について 

教務委員会委員長から、平成２４年度課程博士論文審査委員の選出について、資料に基づき説明

があり、協議の結果、承認した。 
併せて、審査委員となる大学院国際公共政策研究科の教授１名を平成２５年２月の法学研究科教

授会の構成員とすることについて提案があり、協議の結果、承認した。 
７． 平成２４年度第２学期定期試験時間割について 

教務委員会委員長から、平成２４年度第２学期定期試験時間割について、資料に基づき説明があ

り、協議の結果、承認した。 
８．平成２５年度学年暦について 

教務委員会委員長から、平成２５年度学年暦について、資料に基づき説明があり、協議の結果、

承認した。 
９．平成２５年度開講科目及び担当教員について 

教務委員会委員長から、平成２５年度開講科目及び担当教員について、資料に基づき説明があり、

協議の結果、承認した。 
 １０．平成２５年度授業時間割について 

教務委員会委員長から、平成２５年度授業時間割について、資料に基づき説明があり、協議の結

果、承認した。 
１１．平成２５年度非常勤講師担当授業科目について 

教務委員会委員長から、平成２５年度非常勤講師担当授業科目について、資料に基づき説明があ

り、協議の結果、承認した。 



 １２． 平成２５年度部局間交流協定に基づく特別聴講学生の受入れについて 
国際交流室長から、平成２５年度部局間交流協定に基づく特別聴講学生の受入れについて、資料

に基づき説明があり、協議の結果、１名の受入れを承認した。 
１３． 平成２５年度国費外国人留学生（研究留学生）の受入れについて 

国際交流室長から、平成２５年度国費外国人留学生（研究留学生）の受入れについて、資料に基

づき説明があり、協議の結果、１名の受入れを承認した。 
 

（報告事項） 
１．部局長会議（１１／２１） 
２．教育研究評議会（１１／２１） 
３．学生生活委員会（持ち回り） 
４．入試委員会（１２／４） 
５．国際交流委員会（１１／２７） 
６．全学教育推進機構会議（１１／９） 
７．豊中地区事業場安全衛生委員会（１１／３０） 
８．文系部局施設・安全衛生合同ＷＧ（１１／１２） 
９．教務委員会（１１／２２） 

教務委員会委員長から、平成２５年度のＴＡ経費の予算要求について報告があり、続いて博士前

期課程のプログラム変更について説明があった。 
１０．アドミッション委員会（１１／２２） My Web掲載 
１１．その他 
  （１）平成２５年度計画について 

研究科長から、平成２５年度計画について、資料に基づき説明があった。 
  （２）平成２４年度冬季の省エネルギー対策について 
      施設マネジメント室長から、平成２４年度冬季の省エネルギー対策について、資料に基づき報

告があり、節電に向けての協力依頼があった。 
（３）教員の海外渡航について 


